



The pedigree and the in terpreta tion 







































































(2 ) 前田編・前掲注(1 )36頁。なお，その後の改正経緯については，稲本洋之助
『フランスの家族法J(1985年，東京大学出版会)70頁以下，水野紀子「家族」北
村一郎編わランス民法典の200年J(2006年，有斐閣)172頁以下を参照。



























































































































































































































































































































民法改正要綱案は， 1946 (昭和21)年 12月4日から第四次案に基づいて法
(29) 中川善之助『日本親族法~ 0942年， 日本評論社)297-299頁。我妻栄『親族法・
相続法講義案~ 0938年，岩波書底)95-96貰も同旨。
(30) 我妻栄編『戦後における民法改正の経過~ 0956年，日本評論社)210頁以下。




































































































































































































































































7月 27日に要は子を出産し，夫は同年 1月 21日に嫡出子否認調停を申し立
































































































































































































































































(60) 前回陽一「民法772条をめぐる解釈論・立法論に関する 2，3の問題」判タ 1301
号59頁。
(61) 大村敦志「婚姻とは何か一一 ~300 日問題』を索材にJ r新しい日本の民法学へ』






























































































































































































































































































































































































































































































編著 ~AID でtEまれるというこ左 J (2014年，高書房)，歌代幸子『精子提供』
(2012年，新潮社)などを参照。また，性同一性障がい者の婚姻と子に関しては，
杉山麻里子『ルポ 同性カップルの子どもたちJl(2016年，岩波書庖)を参照。
(102) i出自を知る権利」については，ニ宮周平「子の出自を知る権利(1)(2)J戸籍
時報632号6頁以下 (2008年)641号2頁以下 (2009年)，棚村・前掲注(76)339
頁以下を参照。
(103) この点については，水野紀子「政判平成25年12月10日判例評釈Jf平成26年
度重要判例解説Jl(20日年，有斐閣)84頁を参照。
-48一
民法772条〔嫡出の推定〕の系譜と解釈
ではないだろう。そうだとすれば，明らかに子を設けえない父母がAIDによっ
て子を設けることの倫理的問題性のみが残るというべきであろう。
もっとも，性同一性障害者の性別の取扱いの特例に閲する法律は，できる限
り一般の婚姻と同様に取り扱うべきとするのが立法趣旨であろうから，父子関
係に関しでも一般の AIDと同様な取扱いにせざるをえないのではないかとも
思える。また，自ら積極的に父母を知ろうとしなくても，遺伝子上の父母が監
寵している父母ではないことを知りうる可能性が多々存することは，現代の高
度情報化社会では避けられないともいえる。悩ましい問題であるが，子の人格
権保障を中核として，より慎重に議論を重ねていくしかないものと考える。
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